
法人 省内事業仕分け 行政刷新会議ＷＧ

（社）国民健康保険中央会 ○

（財）介護労働安定センター ○

（社）日本ボイラ協会 ○

（社）日本臓器移植ネットワーク ○

（社）国際厚生事業団 ○

（財）医療研修推進財団 ○

（財）安全衛生技術試験協会 ○

（財）ヒューマンサイエンス振興財団 ○

（財）理容師美容師試験研修センター ○

（財）全国生活衛生営業指導センター ○

（財）労災保険情報センター ○

（財）雇用振興協会 ○

（財）日本ＩＬＯ協会 ○

（財）女性労働協会 ○

厚生労働省所管公益法人の改革原案について
資料３－２



（社）国民健康保険中央会の改革案について

平成２６年度までに
▲４人

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成26年度＞

職員 92人 職員 89人 職員 85人

≪削減数≫

▲4,000万円

≪削減額≫

・ 事務所の整理統合等の検討

▲約0.4億円
・ 補助金の見直しによる

削減額 ▲14.3億円
・ 新規増（システム改修等）

13.9億円

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

61.4億円 40.6億円 40.2億円

≪削減額≫

・間接補助（再委託）の廃止
・研修事業等の補助廃止・コスト削減

常勤役員：平成22年度から公募
（任期２年）

≪今後の対応≫平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/27人中 2/24人中 ▲2

職員 5/92人中 3/89人中 ▲2

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

国家公務員
OB関連

※平成２２年４月就任の新役員から、
役員の公募を導入

１



２

【契約の徹底した適正化】
○ 競争入札の徹底（システム開発、印刷業務等）

○ 随意契約を極力減らすべく、契約事務効率化指針を策定

○ 契約審査委員会にシステム監査人等の専門家の意見を反映

○ 厚生労働省において制度改正内容を早期に確定し、システム開発等に係る競争入札を行う

時間的余裕を確保

【システムの最適化・効率化の推進】
○ 新たに採用したシステム担当理事（元・民間企業システム担当役員）による改革の推進（平

成２２年４月～）

○ システムコンサルタントの増員

○ システム監査人（元・経済産業省ＣＩＯ補佐官）の役割の強化

【レセプト審査のあり方】
○ 厚生労働省の「審査支払機関の在り方に関する検討会」における検討を踏まえ、対応（審査

委員会の体制、査定率格差の縮小、手数料のあり方等）

○ 審査の質の向上に向け、地方厚生（支）局（保険医療機関等の指導・監査部門）との定期的

な情報交換を実施（平成２２年度中）

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後

４．事務・事業の改革



３

【国保連合会間の査定率格差の縮小】
○ レセプト電子化の推進と国保中央会独自の「２画面審査システム」の全ての国保連合会へ

の導入による審査の効率化、審査データの集積

○ 審査基準の統一と国保連合会間の査定率格差の縮小

・ 審査データの分析・検討

・ 審査事例のデータベースの構築と国保連合会による活用の促進

・ 国保連合会職員を対象とする研修等の実施

【国保中央会・国保連合会のあり方の検討】
○ 国保中央会に「国保連合会の将来構想検討会」を設置して検討を行い、その提言に基づき

対策を実施

→ 審査支払業務の効率化、医療・介護・健診情報等の分析、国保中央会と国保連合会の

役割分担のあり方、保険者支援業務の充実・強化、高齢者医療制度改革への支援策、

国保保険者の広域化に関する検討、その他

【役職員の退職金や給与水準の見直し】
○ 政府全体の方針を踏まえて実施

（参考）人事院により算出されたH２０年度のラスパイレス指数は、在職地学歴勘案で100.8

【旅費・宿泊費等の節減】
○ 旅費規程の見直しにより、原則日帰りの徹底。宿泊を伴う場合においてはパッケージ利用

の推奨

仕分け後

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
（社）国民健康保険中央会

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．レセプト審査のあり方について

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

・レセプト審査を民間委託した場合の是非を洗い直す必要が
あるのではないか。

・レセプトの審査体制を全国的にも統一に向けた動きとする必
要がある。それを通じた国全体の医療費の管理が必要である。

・審査支払いは保険者としての重要な役割である以上、この部
分のみの支払基金等との統合を図ることは困難である。

１．「審査支払機関の在り方に関する検討会」に
おける検討を踏まえ、対応

厚生労働省「審査支払機関の在り方に関する検討
会」における検討を踏まえ、対応（審査委員会の体
制、査定率格差の縮小、手数料のあり方等）
→ 改革に着手できる事項は順次実施。

２．地方厚生（支）局との定期的な情報交換を
実施

１．厚生労働省「審査支
払機関の在り方に関
する検討会」における
検討を踏まえ、対応

２．地方厚生（支）局との
定期的な情報交換を
実施

審査の質の向上（平成２２年度中）



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

２．査定率の連合会間の格差是正

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

１．国保連合会間の査
定率格差の縮小

・審査の充実ひいては保険診療の公平な受益等の観点からも、
各連合会ごとの査定率の相違の中身を分析し、改善を図るこ
とを中央会の重要な取り組みとして位置づけていただきたい。

１．国保連合会間の査定率格差の縮小

①レセプト電子化の推進と国保中央会独自の「２
画面審査システム」の全ての国保連合会への導入
による審査の効率化、審査データの集積
②審査基準の統一と国保連合会間の査定率格差

の縮小

・審査データの分析・検討
・審査事例のデータベースの構築と国保連合会に
よる活用の促進
・国保連合会職員を対象とする研修等の実施



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

３．システムの効率化及び契約の見直し

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

１．契約の徹底
した適正化

１．システム最適化・効率化の
推進

２．契約の徹底した適正化
３．国における制度改正内容の

早期確定

・システム効率化と事業効率の推進。
・システムの性能向上。
・随意契約が９０％以上は異常。
・ＲＦＰの公開、外注化。

・システムに関する契約の適正化について更なる検討が必要。
システム監査人がシステムのレベルについて審査する技術は
あるとしても契約金額の適正さについて審査できるのか不明。
入札を可能な限り実施すべきである。
・システム対応への更なる検討が必要。

・システムの共同開発について、その意義は十分に理解でき
るが、ハードの違いや独自システムの有無により、連合会に
よっては多額の経費がかかる。先進的な連合会の状況を踏ま
えた開発計画を立てて欲しい。

１．システムの最適化・効率化の推進

現行システムのチェック体制の強化

①新たに採用したシステム担当理事（元・民間企業システム
担当役員）による改革の推進（平成２２年４月～） 。
②システムコンサルタントの増員。

③システム監査人（元・経済産業省CIO補佐官）の役割の強
化。

２．契約の徹底した適正化

①競争入札の徹底（システム開発、印刷業務等）。
②随意契約を極力減らすべく、契約事務効率化指針を策定。

③契約審査委員会にシステム監査人等の専門家の意見を
反映。

３．国における制度改正内容の早期確定

競争入札を行う時間的余裕の確保



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

４．組織のあり方について

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

１．国保中央会・国保連
合会のあり方の検討

・国保連との間でのガバナンス体制をより見直す必要がある。

・高齢者医療制度の３年後の見直しに向け、国保連合会のス
ムーズな受け皿機能の発揮。

・過渡期的に対応せざるを得ない状況だと思うが、国民皆保険
制度の持続性のある方向性をしっかり示すことが必要。
・国全体の医療費の管理の観点からの対応が必要。
・介護保険業務の民間への移管の是非を検討すべき。

・一定数以上の国民を対象とした詳細な医療費データの集積
が可能な分野であることから、暮しぶりとの関連を探るために、
社会属性（一人当たり県民所得、高齢者世帯の割合等）を加
えた都道府県比較、格差分析を行って欲しい。
・組織運営上の見直し。透明化の推進を。

・基礎的団体である市町村国保の運営基盤の強化は、中央会
にとっても必要なことである。市町村国保の広域化を推進する
ためには、国や中央会の支援が必要となることから、組織運
営体制の見直しにあたっては配慮が必要である。

１．国保中央会・国保連合会のあり方の検討

国保中央会に「国保連合会の将来構想検討会」を
設置し検討を行い、その提言に基づき対策を実施

・審査支払業務の効率化
・医療・介護・健診情報等の分析
・国保中央会と国保連合会の役割分担のあり方
・保険者支援業務の充実・強化
・高齢者医療制度改革への支援策
・国保保険者の広域化に関する検討
・その他



（社）国民健康保険中央会の概要

≪基礎データ≫

≪主な国庫補助事業≫

事務・事業 予算
うち国からの
財政支出

レセプト審査体制の向上の推進に関する事業等
（国民健康保険団体連合会等補助金）(補助) 48.3億円 14.8億円

介護保険制度における介護報酬の審査支払等
に関する事業（介護保険事業費補助金）(補助) 28.8億円 5.7億円

障害者自立支援給付支払等システムに関する事
業（給付費支払システム事業費）(補助) 14.3億円 10.1億円

後期高齢者医療制度の円滑な運営に関する事業（後
期高齢者医療制度関係業務事業費補助金）(補助) 26.3億円 10.1億円

医療費情報総合管理分析システム
に関する事業(委託) 0.1億円 0.1億円

≪組織体制≫

本部
8部14課
（89人）

うち管理部門
1部2課（12人）

13.4％

地方 － － －

＊ 役職員数は平成２２年４月１日現在、予算額は平成２２年度の数値、
うち国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１
日現在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員
２４人 うち

国家公務員出身者 ２人 ４人

職員
８９人 うち

国家公務員出身者 ３人 ５人

予算 6,277.3億円
うち
国からの財政支出 40.8億円 61.4億円

【22年度】 【（参考）21年度】

このほか
非常勤職員 0人

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

会 長 総 務 部 総務課

会計課

副会長 研修課

理事長 企 画 部 企画調査課

事業課

常務理事

保 健 事 業 部 保健事業課

理 事

介 護 保 険 部 介護保険課

監 事 障害者給付課

広 報 部 広報一課

事務局長 広報二課

審議役 レセプト電算部 レセプト電算管理課

共 同 電 算 部 共同電算課

審 査 部 審査管理課

審査業務課

組織図

－１－

常勤役員 5人
非常勤役員 19人

13.4％（全体）



(財)介護労働安定センターの改革案について

▲本部職員３名＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

４１９人 ３２７人 ・本部については助成金の見直
しに伴い職員を更に削減。

≪削減数≫

平成21～22年度にかけて実施

≪削減額≫・ 平成21年度2月～22年度６月にかけて本部・支部の移転を実施
（【賃借料等】 （移転前）4.0億 → （移転後）1.5億）

・ 土地・建物の所有なし

▲３．１億円＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

３０．５億円 ２３．８億円 ２０．７億円

≪削減額≫

役員：理事長・監事は公募
22年度中に役員全員民間化

職員：・本部職員３名削減及び基礎研
修撤退に伴い、支部職員47名
順次削減

・23年度OB数は半数以下に
削減、24年度は23年度よりさら

に半減

≪今後の対応≫
平成21年度 平成22年度 削減数

役員 3/12人中 ０/13人中 -

職員 83/407人中 52/314人中 ▲3１

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

国家公務員
OB関連

役職員数

▲６億円（削減率20％）

・ 介護雇用管理制度等導入奨励金の見直し

・ その他経費（光熱費等）の削減

（※ 非常勤職員を含む）

【うち本部職員】

４５人
【うち本部職員】

４０人

▲本部職員３名（23年度）
▲支部職員47名（介護職員基礎研修
撤退に伴う（25年度目途））

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後

・平成２３年度以降、助成金の支給

は、介護労働安定センターではなく、
国が実施。

・ ▲７億円（介護職員基礎研修撤
退に伴う（25年度目途））



４．事務・事業の改革

【雇用安定事業】

１ 業務の集中化による相談援助業務の効果的・効率的実施
・ 平成２３年度以降、介護労働安定センターを助成金の支給機関としない。
・ 介護事業所の雇用管理改善のための相談・援助を中心に効果的・効率的に業務を実施する。

２ 成果を踏まえた業務運営

・ 関係機関との連携強化、計画的事業所訪問の実施、実施状況の検証を通じて、介護事業所の雇用管理改善に
今後ともさらなる成果を得るべく取り組みを進める。

３ 情報提供・相談援助機能を強化するためのホームページを充実等
・ 雇用管理改善の好事例集（約７００）のリニューアル等に今年度より取り組み、実施状況を検証する。
・ 雇用管理実態調査結果、個々の相談援助事例等を踏まえて、随時、政策提言を行う。

【能力開発事業】

介護職員基礎研修からの撤退
・ 介護職員基礎研修（500H）は、民間の参入体制の整った地域から25年度目途に順次撤退

【組織・運営体制】

１．組織体制の抜本的見直し
・ 本部職員３名削減及び25年度を目途とする介護職員基礎研修撤退に伴う支部職員４７名順次削減等組織体制
の抜本的見直し

２．OB縮小の具体的目標設定
・ 23年度OB数は半数以下に削減、 24年度は23年度よりさらに半減

３．自主財源の一層の確保（平成22年度～）
・ 自主事業の更なる実施による自主財源の一層の確保を図る。

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（(財)介護労働安定センター）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１ 法人で事業継続するが、更なる見直し
が必要（４／６）。

１－１ 成果を踏まえた業務運営を行うべ
き。

１－１ 成果を踏まえた業務運営

○ 介護労働安定センターが相談援助を実施した事業所
については、支援後１年の自己都合による離職率が
１１．９％である（介護職種平均１８．７％、 全産業平均
１４．６％）。
また、事業所訪問により平成２２年３月に把握した介護

職員処遇改善交付金の未申請事業所への働きかけによ
り、その後、４３．６％が制度の活用済み又は予定。

○ 事業所訪問先は新設事業所や小規模事業所を重視
している（２０人未満の事業所５０．７％（平成２２年３月））。
引き続き相談援助の必要性等を踏まえ、訪問計画に基

づき実施。
○ 関係機関との連携を強化し、関係機関が行う施策につ
いても有効に活用されるよう、引き続き関係情報のワン
ストップサービスを推進する等介護事業者への支援内容
の充実に努める。また、成果を踏まえて毎年度更なる業
務の検証を行う。

〈雇用安定事業〉

＜仕分け後の改革案＞

４．その他改革事項
【雇用安定事業】
２ 成果を踏まえた業務運営

・関係機関との連携強化、計画的事業所訪問の実施、実施
状況の検証を通じて、介護事業所の雇用管理改善に今後と
もさらなる成果を得るべく取り組みを進める。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１－２ 業務の集中化による相談援助業
務の効果的・効率的実施

１－２ 奨励金は国直轄にすべき。

＜仕分け前の改革案＞

介護雇用
管理制度
等導入奨
励金の見
直し

＜仕分け後の改革案＞

４．その他改革事項
【雇用安定事業】

１ 業務の集中化による相談援助業
務の効果的・効率的実施
・平成２３年度以降、介護労働安定

センターを助成金の支給機関とはし
ない。

・介護事業所の雇用管理改善のた
めの相談・援助を中心に効果的・効
率的に業務を実施する。

○ 平成２３年度以降、介護労働安定センターを助成金の
支給機関としない。

○ 業務を集中化（助成金支給業務を廃止し、事業を雇
用管理に関する相談援助、雇用管理責任者講習、雇用
管理実態調査等に集中）し、かつ、より成果を踏まえた
検証を継続する。
これにより、介護労働安定センターが介護事業所の

雇用管理を改善するための支援をより効果的・効率的
に行えるようにする。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

＜仕分け後の改革案＞

１－４ 政策提言に取り組むべき。

１－３ 関係機関等との情報の共有化を
進めるべき。

４．その他改革事項
【雇用安定事業】

３ 情報提供・相談援助機能を強化るためのホームページを
充実等

・雇用管理改善の好事例（約７００）のリニューアル等に今年
度より取り組み、実施状況を検証する。

・雇用管理実態調査結果、個々の相談援助事例等を踏まえ
て、随時、政策提言を行う。

１－３ 情報提供・相談援助機能を強化
するためホームページを充実等

○ 介護関連の施策や取り組みを行う行政機関等からの
情報収集を強化し、収集した情報については介護事業主
の雇用管理改善に資するよう事業所訪問により情報提供
を行うとともに、ホームページの充実を図る。

○ ホームページの充実は、可能なものから着手することと
し、既に掲載している雇用管理改善の好事例集 （約７００）
についても、リニューアルを図る。

○ 関係機関との連携を強化し、関係機関が行う施策につ
いても有効に活用されるよう、引き続き関係情報のワン
ストップサービスを推進する等介護事業者への支援内容
の充実に努める。（再掲）

○ 雇用管理実態調査結果、個々の相談援助事例等を踏ま
えた政策提言も随時行う。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

２ 自治体へ業務を移管して実施（２／６）。 ○ 雇用管理改善の支援は、介護事業者が行う労働者
の募集にはじまり、採用から配置、昇進、労働時間等
の労働条件、健康管理を含む福利厚生など入職から
退職に至るまでの労働者の雇用に関する幅広い分野
についての支援を必要とするもの。
介護労働安定センターは、雇用管理に関する専門機
関であり、かつ、介護分野の関連情報をも集積している
ほか、次のような特長がある。
・自治体と事業所の双方と連携を図り、自治体が実
施する制度の周知や浸透にも寄与。

・管理監督等を行う行政機関と異なり、中立的な立
場からのきめ細かな支援を実施。
今後とも、種々の関係機関・団体と連携して実施。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

＜能力開発事業＞

介護職員基礎研修は、市町村・民間へ移管
すべき。

介護職員基礎研修からの撤退

＜仕分け後の改革案＞

４．その他改革事項
【能力開発事業】
民間の参入体制の整った地域から25年度を目途に順次撤退

○ 介護サービスの質の向上を図る上で、介護労働者の専門性
を高めることが重要であるため、介護労働者が行う業務全般に
関する専門的知識・技術を習得させる「介護職員基礎研修」
（500H）を実施しているが、研修修了による介護福祉士受験資
格等への制度上のメリットが明確でないなどにより、採算性が

不透明なことから、民間機関の参入が進まない状況にある。

○ このような現状から、 平成２０年度実施の介護職員基礎研修
（500H）では、全体の約８０％が(財)介護労働安定センターによ
る研修修了者となっている。

○ 平成２１年度から、都道府県による委託訓練、緊急人材育成
支援事業に基づく基金訓練の制度を通じて、民間教育訓練機関
が(財)介護労働安定センターと同程度のコストで、介護職員基
礎研修（500H）を実施することが可能となったが、委託訓練、基
金訓練で設定される訓練のほとんどがヘルパー２級研修等短
期間の実践向け訓練となっているところ。

○ 介護職員基礎研修（500H）については、これらの制度や平成
２３年度に創設予定の求職者支援制度に基づく当該訓練の設
定状況も踏まえて、民間の参入が図られた地域から、平成２５
年度目途に順次撤退する。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

＜組織・運営体制＞
組織体制の見直しが必要

１．組織体制の抜本的見直し

○ ２３年度に本部職員３名削減
○ ２５年度を目途とする介護職員基礎研修撤退に伴い、
支部職員４７名を順次削減するなど、事業実施状況に合
わせた組織体制の抜本的見直しを実施

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

本部職員
３名削減

（23年度）本部職員３名削減
＋

介護職員基礎研修撤退（25
年度目途）に伴う支部職員４
７名順次削減等組織体制の
抜本的見直し

２．OB縮小の具体的目標設定

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

（23年度）
OB数は半数以下
に削減

（23年度）
OB数は半数以下に減少

＋
（24年度）
OB数は23年度よりさら
に半減

○23年度は０B数は半数以下に削減
○24年度OB数は23年度よりさらに半減



役
員

常勤１人
非常勤１２人

うち
国家公務員出身者

常勤１人
非常勤２人

常勤１人
非常勤２人

職
員

うち
国家公務員出身者

常勤５２人
非常勤０人

常勤８２人
非常勤１人

予
算 30億円

うち
国からの財政支出 24億円 30億円

（財）介護労働安定センターの概要

≪主な事務・事業≫

事務・事業 22予算 うち国からの
財政支出

雇用安定事業（登録事業） 12.2億円 12.2億円

能力開発事業（登録事業） 11.6億円 11.6億円

自主事業 6.6億円 ０

≪組織体制≫

本部
２部５課
（４０人）

うち管理部門
１部２課（１４人）

３５％

支部
４７支部(所)

（２７４人）
うち管理部門

２４人
９％

＊ 職員296人の内訳は正規職員97人（うちOB43人）、非正規職員199人
（うちOB 9人）となっている。

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

【22年度】 【（参考）21年度】
法 人 に 占 め る
管理部門の割合

１２％（全体）

事

務

局

長

理

事

長

会

　

長

本

部

業務部

支

部

（
所

）

監

事

総務部

≪基礎データ≫

このほか
非常勤職員18人

２９６人

http://kyodo.mhlw.go.jp/sites/11802000/DocLib/介護労働係/05　予算説明資料/２２年度予算/☆211000以降(大臣指示以降)/211222 確定版/⑥ 組織図/211007   本部組織図（22'要求検討用）.xls�


組 織：平成16年度に40検査事務所であったものを平成22年4月1日に36検査事務
所、4駐在事務所に再編）。

≪これまでの改革努力≫

組 織：利用者の利便性に十分配慮しつつ、検査事務所を駐在事務所に再編（今
後３年間で４か所以上を予定）。

≪これからの改革努力≫

1

役員 ▲２人 ▲２人
職員▲１０人 ▲５人

＜平成21年度＞
＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

338人 334人

≪削減数≫

平成21年度 平成22年度 削減数

常勤役員 4/5人中 2←4/5人中 ▲2←0

常勤職員 74/338人中 72/334人中 ▲2

１．ヒト（組織のスリム化） 改革効果

≪今後の対応≫国家公務員
OB関連

○常勤役員の削減
５人 ３←５人 ３人

役員：平成22年6月に常勤役員数を5人→3人とし、国家公務員ＯＢ役員は4人→2人とした。
併せて、非常勤の国家公務員ＯＢ役員は2人→0人とした。

○常勤職員の削減
329人

職員：ＯＢは検査員等の専
門職を除き定年後解消

※早期に

職員：退職者の不補充、非常勤化等による常勤職員の更なる削減

仕分け前仕分け後

（社）日本ボイラ協会の改革案について

324人
＜早期に＞

検査事務所を
駐在事務所に再編

今後３年間で

４か所以上 ３か所以上

を予定

仕分け前仕分け後

＜平成23年度＞

２．モノ（余剰資産などの売却） 余剰資産はない

３．カネ（国からの財政支出の削減）
国からの財政支出はない



≪国民への影響≫

○検査部門の赤字の解消
•検査事務所の再編（今後３年間で４か所以上 （ ３か所以上 ）を予
定）や間接部門の縮小を図る等、徹底的な経費の削減等を図る。
•役員給与を１０％削減する。
•上記に加え、適正な検査料金の設定について検討する。

○特定損失準備積立預金等（60億円）の見直し

•検査等の過失により損害賠償を求められた際等への対応に充てる積立預金を自家保
険から他社保険へ切り替えること等により、大幅に縮減した上で事業運営安定のため
の基金とする。

•縮減によって生ずる資産でボイラーの安全水準向上や地球温暖化防止に配慮したボ
イラー燃焼技術・制御技術開発 のための研究基金を造成し、その運営を外
部有識者より成る第三者委員会に委ねる。

○新たな関連事業
•省エネ、ＣＯ２対策等に係る相談援助事業など新たな関連事業を実施する。

改革効果

2

ボイラーの
安全水準の向上

４．事務・事業の改革

仕分け前仕分け後

仕分け後

仕分け後

仕分け後

○組織の見直し検討

•できるだけ早期に検査部門を切り離した上で、研究活動中
心の法人とすることとし、その具体策を検討する。

仕分け後

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（(社)日本ボイラ協会）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．計画的に赤字を削減する方策を樹て
るべき。

２．検査の取扱い件数は減っても役割は
残る。講習ニーズも減少傾向。それに
合わせて組織規模をどうするか、更に
検討すべき。

３．公益法人としての枠組みの中で全国
的なサービスを続けるべき。

○ 常勤職員の更なる削減（削減数追加）
（退職者の不補充、非常勤化等）

○ 検査事務所の見直しによる組織のスリム化・効率
化（再編数追加）（検査事務所の駐在事務所化）

○ 役員給与を１０％削減
○ 適正な検査料金の設定について検討
を実施。２５年度以降も更に削減、見直しを実施。

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

常勤職員
▲5人

≪削減数≫

常勤職員
▲１０人

≪削減数≫

（次ページへ続く）

検査事務所を駐
在事務所に再編
（今後３年間で３か
所以上を予定）

検査事務所を駐
在事務所に再編
（今後３年間で４か
所以上を予定）

≪再編数≫≪再編数≫

平成23年度 早期に



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

４．公益法人としての公共的性格を十分
勘案して、積立金の在り方につき検討
すべき。

５．新たな関連事業を検討すべき。必要
な事業の抽出と開拓をすべき。

６．既得権益に守られた法人から、チャ
レンジする法人に変わるべき。

外部有識者より成る第三者委員会にて次の
事項の見直しを検討中
○ 検査等の損害賠償のための積立預金を他
社保険へ切替え、大幅に縮減した上で事業運
営安定の基金とする。

○ 縮減によって生ずる資産でボイラーの安全

水準向上や地球温暖化防止に配慮したボイ
ラー燃焼技術・制御技術開発のための研究基
金を造成する。

省エネ、ＣＯ２対策等に係る相談援助事業など
新たな関連事業を検討（新規）

新たな事業による収支の改善

＜仕分け後（改革案を追加）＞

＊下線部を追加

（次ページへ続く）



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

７．安全性には、いろいろと懸念もあるが、
大企業の製品はすでに検査の必要の
ないものも増えている。

８．安全対策は必要だが、製造企業の自
己責任という考え方もあるのではない
か。

９．すでに役割は終えたと考えられ、検
査・検定事業を廃止し、次のステップを
目指すべき。

１０．民間企業として再スタートして改革を
すべき。

１１．公益法人として存在する必要性があ
るのか。

技術の進歩に伴って検査対象となる大型ボ
イラーは減少傾向である。検査の際に、水の
管理や燃焼管理等ボイラーの管理に関する
助言を行ったものが３０％となっており、ボイ
ラー事故のほとんどの原因となっている管理
上の問題が検査時に解消されている。ボイ
ラーは使用状況に応じて変化するので検査が
必要である。欧米も第三者認証となっている。

登録検査機関としては、民間参入できるよ
うにしている。

できるだけ早期に検査部門を切り離した上
で、研究活動中心の法人とすることとし、そ
の具体策を検討する。

ボイラー等の死傷者数(平成20年）
15名(うち死亡2名）

←ボイラーの爆発災害事例(3名死亡）



（社）日本ボイラ協会の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算
（千円）

うち国からの
財政支出

検査・検定事業（登録事業） 2,912,930 なし

講習・相談事業（登録事業） 1,133,436 なし

調査・研究事業 297,706 なし

≪組織体制≫

本部
４部１室
１センター
（37人）

うち管理部門
2部2課（8人）

22％

地方

43支部
36検査事務所
4駐在事務所

（389人）

うち管理業務
担当（26人）

7％

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員 常勤5人
（非常勤27人）

うち
国家公務員出身者

常勤4人
（非常勤2人）

常勤4人
（非常勤2人）

職員
334人 うち

国家公務員出身者
常勤72人
（非常勤34人）

常勤74人
（非常勤39人）

予算 40億円
うち
国からの財政支出 なし なし

【22年度】 【（参考）21年度】

このほか
非常勤職員92人

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

8％（全体）

品質システム審査センター

監査室

検査部

技術普及部

経理部

総務部

検査事務所（36）

会長

副会長

専務理事

常務理事

理事

監事

本 部

駐在事務所（4）

支部（43）

1



（社）日本臓器移植ネットワークの改革案について

≪削減数≫

▲８２百万円

＜平成21年度＞

512百万円

＜平成22年度＞

808百万円

≪削減額≫

役員：任期満了（平成23年6月末）

後は公募予定（公益社団法人への移行
が平成23年7月以降の場合）

職員：平成21年度末に退任した厚
労省ＯＢ職員の後任を公募予定

≪今後の対応≫

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/38人中 4/38人中 0

職員 1/36人中 0/41人中 ▲1

改革効果

国家公務員
OB関連

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

▲21人役員 38人
（うち常勤 3人）

役員 38人
（うち常勤 3人）

役員 17人
（うち常勤 2人）

※公益社団法人への移行認定後

▲2連絡所
組織 3支部

（2連絡所）
組織 3支部

（2連絡所）
組織 3支部

※平成22年度における要

因は、法改正に伴うシステ
ム、人員増等

（連絡所の廃止）

＜平成23年度＞
726百万円

○臓器移植を円滑に推進する
ための取り組みに必要な経費
の確保

１．ヒト（組織のスリム化）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

該当なし

２．モノ（余剰資産などの売却）

○システムの改修等、施行時

の特殊要因に係る経費は削減

（約1億円の減）



２

・ 効率的な臓器移植のあっせんを行うには、拒否の意思表示も含め、ご本人の意思を確実に確認すること
が有効。
このため、

① 一人でも多くの方に移植医療に関する知識を深めていただけるよう効果的な普及啓発を実施

・ アンケートの実施による要望や改善点等の把握や、外部有識者から意見をいただくなど広報活動に

活かしていく。

① 一人でも多くの方に移植医療に関する知識を深めていただけるよう普及啓発活動や、意思表示
方法についての広報活動を充実する。
ターゲット別に多様なメディアを用いて、具体的には次のような効率的・効果的な普及啓発活動を

行うこととし、必要な予算確保を行う。
【一般向け】
・ 臓器提供意思表示カード等と臓器移植に関する知識や意思の記入方法等の説明書きが一体と
なったリーフレットの作成・配布による移植
医療に対する理解の促進・意思表示方法の周知

・ 運転免許センター等関係機関との連携や政府広報を活用することにより、より深く、より幅広くア
プローチ

【医療機関・移植コーディネーター向け】
・ 医療機関（主に救急）の医師及び院内コーディネーターなどに対する研修・支援策を充実させる
ため、動画配信等多様なメディアの活用により、受講時間に柔軟性を持たせ、受講者の拡大を図
る

【その他】
・ 活動の実績・実施状況をウェブサイト等を通じて随時情報公開

② より確実な意思の確認が可能となるようインターネットやモバイルサイトを通じた
臓器提供意思登録システムの活用を推進。

４．事務・事業の改革

仕分け後

仕分け前



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（(社)日本臓器移植ネットワーク）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．補助金を増額しても良いが、効率的な普及
啓発をすべき。

１．普及啓発の充実・強化

＜仕分け後の改革案＞

・当該団体の役員数は現在38人(うち常勤3人)であるが、
仕分けに当たっての改革案として、17人(うち監事2人)とし
たところである。

本団体は、公平なあっせん業務を行うため、主な臓器毎
の専門家の他に、内科や救急科等他の医療分野や法律
等の有識者より理事会を構成する必要があり、理事数は
15人が適当と考えている。
なお、15人のうち常勤理事は2人とする予定であり、日常

業務の意思決定はこれら常勤理事が行うので、機動性の
問題はない。他の理事は非常勤、無報酬である。

２．役員が多すぎて機動的意思決定に支障が
あるのではないか。5人で十分である。

・平成22年度においては、7月の法施行に向け、新制度の

内容を理解していただくための普及啓発の推進を図るとと
もに、平成23年度においては、パンフレット等の配布と併せ

たアンケート等の実施により、要望や改善点の把握に努め
つつ、効果的な啓発普及の実施を行うなど、必要な予算を
確保し、広報活動の充実に取り組む。

＜更なる見直しに反映できない理由＞



（財）日本臓器移植ネットワークの概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

あっせん業務関係事業（補助） 4.7億円 4.6億円

あっせん事業体制整備事業（補助） 3.2億円 3.0億円

普及啓発事業（補助） 0.8億円 0.4億円

≪組織体制≫

本部
4部

（19人）
うち管理部門

1部（2人）
10.5%

支部
3支部2連絡所

（22人） － －

＊ 役職員数は平成22年4月1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国
家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月1日現在、
うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員 38人
（うち 常勤3人）

うち
国家公務員出身者 4人 4人

うち
現役出向者 - -

職員
41人

うち
国家公務員出身者 0人 1人

うち
現役出向者 - -

予算 18億円
うち
国からの財政支出 8億円 5億円

【22年度】 【（参考）21年度】

うち
非常勤職員４4

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

4.9％（全体）

あ
っ
せ
ん
対
策
本
部

東

日

本

支

部

中

日

本

支

部

西

日

本

支

部

支部本部

総

務

部

広
報
・
普
及
啓
発
部

医

療

本

部

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
部

総会

理事会

常任理事会

2人 3人 6人 8人 8人 5人 9人

2
連
絡
所



（社）国際厚生事業団の改革案について

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

３人（うち常勤１名） －

≪削減数≫

－

≪削減額≫

（資産なし）

既定経費の削減に
努力

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

２．３億円 ２．８億円

≪削減額≫

役員：常勤役員は次期改選
時から公募、非常勤役員は
平成22年度より無給化

≪今後の対応≫平成21年
度

平成22年
度

削減数

役員 4/11人中 3/10人中 ▲1

職員 1/14人中 1/21人中 －

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

国家公務員
OB関連

○ OB役員の削減

４人（うち常勤１名）

○ 組織体制の見直し

事業部に研修事業部を整理
統合し、部長ポストを１減。

－

・ＥＰＡ受入れ事業の受入施設増に伴い、巡回訪問
等は増加

・既定経費の削減でできる限り支出を抑える。

※平成23年度の国からの財政支出のうち、企画競争の事業については、平成22年度と同様に受託できたと仮定し算出を行った

２．８億円



≪今後の改革努力≫

４．事務・事業の改革

研修・国際会議等事業

○ ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合事業については、企画競争の結果、国際厚生事業団
への委託は廃止。（H.22より）

○ 水道分野の国際協力検討事業については、水道分野の国際協力に関する情報提供は、厚生
労働省の直接実施に変更（水道分野の国際協力の方針の検討は企画競争で実施）（H.22より）

＜ 続く ＞

仕分け後

※ 当該事業はASEAN諸国などに対する国際協力として、「東アジア共同体構想」の具体化に資する施策（社
会的セーフティネットの構築、水道の整備に関連）であり、ASEAN諸国から高い評価と継続要望を受けているこ
とから、厚労省の事業としては継続が必要。
※ 会議設営事務等の委託先選定に際しては、企画競争の評価委員会に外部有識者の参加を確保し、透明
性の向上を図るとともに、評価に際して執行の効率性を重視する改善策を導入。（H.23より）



≪今後の改革努力≫

４．事務・事業の改革（続き）

１．事業の効率的な実施

外国人看護師・介護福祉士候補者の受入れ施設数の増加に伴い、巡回訪問対象施設数は増加することとな
るが、事業の効率的な実施によりできるだけ経費の増加を抑制する。

外国人看護師・介護福祉士受入事業

・ 同じ地域の受入れ施設を集中的に巡回訪問することにより、旅費等を節約する。
・ 受入れ施設に事前調査票を送付し、あらかじめ記入させることにより、訪問時の確認を効果的かつ効率的
に実施する。

＜ 続く ＞

仕分け後

２．PDCAサイクルに基づく事業の改善等

PDCAサイクルの確立やアフターサービスの充実を図る。

・ 候補者の日本語能力や専門知識・技術等の習得状況を年1回以上定期的に確認し、その後の学習や研
修等に反映させるPDCAサイクルを確立する。
・ 受入れ施設からの御意見・御要望を把握し、適切に対応するシステムを確立する。

※ 当該事業は外国人看護師・介護福祉士受入れ施設支援事業（あっせん事業）と一体的に行うことで、いずれ
の事業も効率的・効果的に実施することができる。



４．事務・事業の改革（続き）

≪今後の改革努力≫

1. 就労研修期間の確保（候補者就労時期の早期化）

候補者が、協定により許可されている滞在期間を、最大限受入れ施設内での就労・研修に充てられるよう、
候補者の就労開始時期の早期化を図る。

3．求人申込手数料の減額

平成２３年度の外国人看護師・介護福祉士受入れについては、事業の効率化により、昨年までに既に候
補者を受け入れている受入れ機関からの求人申込手数料を ３１，５００円 → ２１，０００円 に減額する。

外国人看護師・介護福祉士受入れ施設支援事業（あっせん事業）

2．マッチング成立者数の増（リストに登録する候補者数の増）

より多くの候補者にマッチングの機会を提供するとともに、受入れ機関の選択肢を増やし、
マッチング成立者数を増加させるよう、マッチングリストに登録する候補者を増加させる。

求人数の約２倍（平成２２年度）→求人数の約３倍（平成２３年度以降）

＜ 続く ＞

このため、国際厚生事業団が、送り出し調整機関（フィリピン海外

雇用庁、インドネシア海外労働者派遣・保護庁）とそれぞれ調整し、求人募集を昨年より早期化して１０月か
ら開始することで合意した。



４．事務・事業の改革（続き）

外国人看護師・介護福祉士受入れ施設支援事業（あっせん事業）

1. 求人申込手数料の減額（フィリピン・インドネシア両国からの受入れを申請した受入れ機関が対象）（H.22より）
（フィリピン・インドネシア申請の場合 ６３，０００円 → ４７，２５０円）

2. 求人登録申請・マッチングシステムの電子化 （H.21より）
3. インドネシア・フィリピン現地における候補者への情報提供の実施（インドネシアH.21、 フィリピン H.22より）
4. マッチング方法の改善

①受入れ希望施設による現地合同説明会の実施（H.21より）
②先に候補者の希望を受入れ機関に提供（H.21より）
③現地面接時に日本語テストを実施し、その結果を受入れ機関に提供（H.22より）
④現地面接時にビデオを撮影し、受入れ機関に提供（ フィリピン H.21、 インドネシア H.22より）
⑤マッチング回数の増加（1回→原則3回）（H.21より）

5. 経費の節減
①通訳費の節約
②航空運賃の節約
③現地スタッフの活用

≪これまでの主な改革事項≫



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（（社）国際厚生事業団）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

・一般管理費を負担してまで同社団法人が実施する必
要性には疑問があるのではないか。

・ＪＩＣＡ等あるいは民間事業者で十分行える。

・民間に任せるべき。

＜仕分け前の改革案＞

＜仕分け後の改革案＞

○研修・国際会議等事業

【事業そのものを廃止】 4名

【事業の効率性を高めた上で、他の民間法人へ補助を
行い実施】 2名
・民間又は国で直接実施することで対応できると思い
ます。

単純随契でなく、企画競争による選定に参加(H19～)

○ 所管部局において、事業実施先選定の透明性
向上等を行う。

選定に際し、これまで厚労省職員で構成してき
た企画競争の評価委員会に外部有識者の参加を
確保し、透明性の向上を図るとともに、評価に際
して執行の効率性を重視することとした。 (H23-)

※ 当該事業はASEAN諸国などに対する国際協力として、

「東アジア共同体構想」の具体化に資する施策（社会的セー
フティネットの構築、水道の整備に関連）であり、ASEAN諸国

から高い評価と継続要望を受けていることから、厚労省の事
業としては継続が必要。

参考１：ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合事業について
は、企画競争の結果事業団でない民間企業が受託（H22-)

参考２：水道分野の国際協力検討事業のうち、水道分野の
国際協力に関する情報提供は厚労省の直接実施に変更
（水道分野の国際協力の方針の検討は引き続き企画競争で
実施）(H22-)

○研修・国際会議等事業



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○外国人看護師・介護福祉士受入事業

【事業そのものを廃止】 1名

・事業団の設立目的と経済連携協定が結びつかない。
３年という滞在期間しかない中、経済的な影響があると
は思えない。

【事業の効率性を高めた上で、補助を廃止し国で直接
実施】 2名

・効果・目的が不明

・現行体制を維持してもＥＰＡの条件協定に沿った成果
を期待できない。省全体でグローバル人材流動化と人
材確保の観点から受入体制全体を見直すべき。

【法人への補助を継続するが、更なる見直しが必要（実
施方法の見直し・補助金の削減など）】 3名

・非常に効率が悪いように思える。また、目標を設定し
た育成が必要

・主な事業である外国人受入そのものがＥＰＡとしてス
タートしたことが誤りであり、国家の人口問題を基礎とし
た労働政策、医療・介護政策、国際交流等として捉える
べきである。法人の責任より政治の責任である。ＥＰＡ
の条件が見直されるまでは事業を継続せざるを得ない。

〈 続 く 〉

・ EPA受入事業の受入施設増に伴い、巡回訪問等は
増加
・既定経費の削減でできる限り支出を抑える。

＜仕分け前の改革案＞

＜仕分け後の改革案＞

１．事業の効率的な実施

外国人看護師・介護福祉士候補者の受入れ施設
数の増加に伴い、巡回訪問対象施設数は増加する
こととなるが、事業の効率的な実施によりできるだ
け経費の増加を抑制する。

・ 同じ地域の受入れ施設を集中的に巡回訪問す
ることにより、旅費等を節約する。

・ 受入れ施設に事前調査票を送付し、あらかじめ
記入させることにより、訪問時の確認を効果的かつ
効率的に実施する。

２．ＰＤＣＡサイクルに基づく事業の改善等

ＰＤＣＡサイクルの確立やアフターサービスの充実
を図る。

・ 候補者の日本語能力や専門知識・技術等の習
得状況を年１回以上定期的に確認し、その後の学
習や研修等に反映させるＰＤＣＡサイクルを確立す
る。

〈 続 く 〉



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○組織・運営体制

・不要な事業は廃止し、それに見合った体制にすべき。

・ＥＰＡの条件が見直されるまでは事業を継続せざるを
得ない。（再掲）

・組織の存続意味の見直しが必要。

・当事業団は廃止すべき。

【改革案が妥当】 1名

【改革案では不十分】 5名

・コメントなし

＜仕分け前の改革案＞

＜仕分け後の改革案＞

今後、事業増大が見込まれる受入れ支援事業に
対応するため、新たにあっせん事業担当部と受入
支援担当部に分ける必要がある。これにはスクラッ
プ＆ビルドで対応することとし、事業部と研修事業
部を統合する。

事業に見合った効率的な事業体制を構築するた
め、研修事業部を事業部に整理統合し、部長ポス
トを１減。

・外国人受入は民間で効果的・効率的に行うことが可
能。現地での日本語教育の実施、専門教育の日本の
現場に合わせた研修の実施など。

・他の法人（例えばＪＩＣＡ）あるいは国の機関に統合
すべき。

・ 受入施設からの御意見・御要望を把握し、適切に
対応するシステムを確立する。

※ 当該事業は外国人看護師・介護福祉士受入れ施
設支援事業（あっせん事業）と一体的に行うことで、
いずれの事業も効率的・効果的に実施することがで
きる。



（財）国際厚生事業団の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算
うち国からの財政

支出

調査・研究等事業 0.4億 0億

研修・国際会議等事業（補助） 0.1億 0.1億

外国人看護師・介護福祉士受入事業（補助） 2.7億 2.7億

外国人看護師・介護福祉士
受入れ施設支援事業（あっせん事業）

1.3億 0億

≪組織体制≫

本部 21人
うち管理部門
総務部（3人）

14

地方 ― ― ―

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員
常勤１人
非常勤9人

うち
国家公務員出身者

常勤1人
非常勤2人

常勤1人
非常勤3人

職員
21人 うち

国家公務員出身者
1人 1人

予算 4.5億円
うち
国からの財政支出 2.8億円 2.3億円

【22年度】 【（参考）21年度】

このほか
非常勤職員3人

総 会

事務局

理事会

監 事

総務部
常勤3人
（併任1人)

事業部
常勤2人

(併任3人)

支援事業部
常勤9人

非常勤3人
(併任1人)

研修事業部
常勤2人

(併任2人)

巡回訪問室
常勤4人

水道主幹
常勤1人

①



（財）医療研修推進財団の改革案について

組織の改革
役 員 ▲２人
部長ポスト ▲４ポスト

＜平成21年度＞＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
役員２２名（▲４名）
職員１３名（▲２名）
８部

≪削減数≫

・ 業務部門の再編、管理職ポスト削減

－

≪国庫納付見込額≫

・ 固定資産（土地・建物）なし

－

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
３４，３８９千円 ０円 ０円 ≪削減額≫

平成22年度以降、補助金の廃止
・ がん診療に携わる医師等に対するコミュニケーション事業
・ 医療関係職種実施施設指導者等養成講習会事業

役員：退任後（23年度）は公募
職員：退職後（26年度）は公募

≪今後の対応≫平成21年度 平成22年度 削減数

役員 3/22人中 3/22人中 －

職員 3/12人中 3/12人中 －

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

国家公務員
OB関連

役員２２名
職員１２名（▲１名）
８部

役員２０名（▲２名）
職員１２名
４部

役員２６名
職員１５名
８部

＜平成20年度＞



４．事務・事業の改革

【受験手数料の見直し】

事業の効率性を高め、コスト削減に努めるとともに、システム更新の引当金、不測の事態等
の予備費を除き、剰余金の適正化を図ることにより、受験手数料等を見直す。

【国における指定試験機関等の適正化】

○指定機関の行う国家試験事務等
について、今後、関係団体とその統
合の可能性について協議

仕分け前

○指定機関を一元化する方向で、関係
団体との調整に入り、段階的に実施す
る。

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
（財）医療研修推進財団

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．受験手数料等を見直すべき

・平成２３年３月までに手数料等の見直しを
とりまとめ、平成２４年２月実施の試験分に
反映させる。

１．受験手数料等の見直し

２．他の法人と統合するなど、試験事務
の合理化を図るべき

・平成２３年３月までに、具体的な改革
案をとりまとめる。

２．指定機関を一元化する方向で、関係団
体との調整に入り、段階的に実施する。 。



役員
常勤０人

非常勤２２人
うち

常勤０人
非常勤３人

常勤０人
非常勤３人国家公務員出身者

職員
常勤９人
非常勤３人

うち 常勤３人
非常勤０人

常勤３人
非常勤０人国家公務員出身者

予算 ２．２億円
うち

０円 ０．３億円国からの財政支出

（財）医療研修推進財団の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

言語聴覚士の試験事務・登録事務
（指定事業） 1.2億円 ０円

臨床研修医マッチング事業 0.2億円 ０円

医療関係職種実習施設指導者等
養成講習会事業 0.2億円 ０円

臨床研修病院ガイドブック提供事業 0.2億円 ０円

≪組織体制≫

本部
８部

（９人）
うち管理部門
１部（３人）

33.3％

地方 － － －

（組織図を示すこと）

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

【22年度】 【（参考）21年度】
法 人 に 占 め る
管理部門の割合

33.3％（全体）



役員：平成22年7月に、
・理事長（常勤）、常務理事（常勤）及び監事（非常勤）を民間出身
者から選任

・国家公務員ＯＢが就任していた常勤理事１名を削減

これにより、国家公務員ＯＢの役員は0名とした。
職員：常勤職員の削減 ３人（平成23年度）

定年退職者の後は民間出身者を積極的に採用

(財)安全衛生技術試験協会の改革案について

役員 ▲１ ▲１
職員 ▲３ ▲２

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

３人 ２←３人 ２人

≪削減数≫

余剰資産はない

国からの財政支出はない

理事長：民間出身者を選任（実施済）
常務理事及び監事：公募（実施済）
常勤理事：１名削減（実施済）

職員：試験員等の専門職を除き、定
年後解消

≪今後の対応≫

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/12人中 0←4/11←12人中 ▲4←０

職員 37/90人中 34/90人中 ▲３

１ ヒト（組織のスリム化）

２. モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革の効果

国家公務員
OB関連

○ 常勤役員の削減

仕分け後 仕分け前

※ 職員は、受験

者数の推移を見
つつ、さらに削減
に努める。



４．事務・事業の改革

２ 引当預金について

・ 保有する事業費調整引当預金等（19億円）を見直し、全部又は一部の安全衛生技術センター
の施設の買取り及び試験実施のための民間施設の借上げ等の受験環境改善のために必要な
資金とすることを検討。

・ 単年度収支が均衡するまでの間（５年以内 当面 ）の暫定措置として、労
働安全・労働衛生コンサルタント試験及び作業環境測定士試験の安定的な事業運営のための
資金とする。

１ 手数料について（厚生労働省）

・ 免許試験手数料（学科）について、平成21年度より、8,300円から7,000円
に引き下げた。

《これまでの改革努力》

《これからの改革努力》
・ 免許試験手数料（学科）について単年度収支が均衡するよう、平成23年度より、7,000円から

6,800円に引き下げ、２の影響を踏まえた上で、更なる引下げが可能かどうか検討する。
・ 労働安全・労働衛生コンサルタント試験及び作業環境測定士試験について、５年以内に収支
が均衡するよう、コストの見直しに努めつつ、受験料を引き上げる。

・ 労働安全・労働衛生コンサルタント資格及び作業環境測定士資格について、適切な周知を行
うことにより、受験者数の増につなげる。

・ 今後の試験手数料の決定については、ルールを明確化し、定期的に見直す。

改革の効果

≪国民への影響≫

○試験手数料負担の
適正化

○受験環境の改善

仕分け後

仕分け後

仕分け前

仕分け後

３ 適切な予算の編成

仕分け後

仕分け後

・ 予算と決算に乖離があることから、決算額（6月中に確定）を踏まえ、平成22年度予算認可時に
おいて、予算の見直しを行うよう指導。

・ 見直し後の予算について厳しく精査する。

仕分け後

仕分け後

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（(財)安全衛生技術試験協会）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【安衛法に基づく１８種類の免許試験】

１．収益が大きすぎるので、受験者へ
の還元を最大限行うべき。

２．妥当な収支となるような受験料の引
き下げが必要。

３．受験者が20万人レベルから16万人
レベルに下がると予想されるため、職
員数もより一層削減するべき。

収支均衡を目指した受験料の設定を
推進（H23年度の受験料引き下げ拡大）

＜仕分け前の改革案＞

学科試験
23年度：6,800円

(▲200円)

＜仕分け後の改革案＞

学科試験
23年度：6,800円

(▲200円)
※引当預金を精査の上、
更なる引き下げが可
能か検討する。

※（ ）内の増減額はH22年度7,000円との比較

受験者数減予想に対応した職員数の削
減を実施（H23年度の削減数拡大）

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

常勤職員数
23年度：88名

(▲2名)

常勤職員数
23年度：87名

(▲3名)

※（ ）内の増減額はH22年度90名との比較



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

４．試験そのものの必要性は否定しない
が、あまりに細分化されているので、整
理・統合を図り、指定制度を廃止した
うえでコンペ方式でアウトソーシング
するべき。

○ 免許試験の区分については、平成18年度に
「クレーン運転士免許」と「デリック運転士免許」
を統合したところであるが、有識者により構成さ
れた「労働安全衛生法関係試験制度等の見直
し検討会」が平成22年４月にとりまとめた報告
書において、
「現時点では見直しの必要はないが、引き続き、
状況の変化に応じた必要な見直しの検討を行
っていくべきである」
とされたところであり、状況の変化に応じ必要な
見直しを行っていく。

○ 免許試験は、一定の危険、有害な業務に従
事する者の能力をそれによって担保し、労働災
害の防止に資することを目的としている国家試
験であり、その試験の実施に当たっては、高度
の公正・中立性、斉一性が要求されるものであ
ることから、受験した年度によって不公平が生
じないようにすることが必要であり、実施機関が
年度により異なることも想定される競争方式に
よる試験機関の指定は適当ではない。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【労働安全・衛生コンサルタント試験】

１．恒常的な赤字解消のための受験料
の見直しをするべき。赤字について他
事業からの流用はあってはならない。

収支均衡を目指した受験料の設定を
推進

１．試験コストの削減
会場借料等の試験コストをさらに見直し、コスト削減

に努める。

２．収支均衡を目指した受験料の引き上げ
免許試験の収支とは明確に区分し、５年以内に試験ご

とに収支均衡とするよう、計画的かつ段階的に受験料を
引き上げる。
収支均衡となるまでの暫定措置として、引当預金から

コンサルタント試験、作業環境測定士試験の安定的な事
業運営のための資金に充てる。

３．試験実施団体と登録団体との財務内
容を連結で公表し、透明化を図るべき。

【作業環境測定士試験】

２．資格者の位置づけを高めて、受験
者数を増やすべき。

３．資格の周知
労働安全・労働衛生コンサルタント資格、作業環境測

定士資格について周知し、受験者数の増につなげる。

４．試験事業・登録事業に係る収支の公表
法人ごとの収支状況だけではなく、事業ごと（試験事

業・登録事業）の収支状況をわかりやすく公表する。



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【組織・運営体制】

１．法人は単に試験ビジネス実施団体で
あり、解散するべき。

２．国の組織との関係が深い仕事であり、
出向の形での協力は可能ではないか。

３．19億円の積立資産の使途を厳密に見
直すこと。

５．（予算と決算の乖離があり、）予算と
実績の管理精度を高めることが必要。

引当預金の見直し

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

・施設の改修等
への活用

・試験の安定的な
事業運営のた
めの基金

適切な予算の編成

予算と決算の乖離があることについて、平成21年度補
正予算認可書において指導した。
また、平成22年度予算も決算（見込額）を踏まえた予

算編成となっていないと考えられたため、平成21年度決
算（６月に確定）を踏まえ見直しを行うよう指導した。
見直し後の予算について厳しく精査する。

○ 引き続き、支出の削減など法人の効
率的な運営を指導する。

４．19億円の引当金等はできうれば国庫
返納など国民へ還元。

・全部又は一部の施
設の買取り及び民間
施設の借上げの資
金とすることを検討

・収支均衡までの暫
定措置の資金



（財）安全衛生技術試験協会の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

労働安全衛生法に基づく18種類の
免許試験の実施事務（指定事業）

13.7億円 0円

労働安全・労働衛生コンサルタント
試験の実施事務（指定事業）

1.8億円 0円

作業環境測定士試験の実施事務
（指定事業）

1億円 0円

≪組織体制≫

本部 ４部４室５課
（２９人）

うち管理部門
１部２課（６人） 20％

地方
７センター
（７２人）

うち管理部門
（７人） 10％

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国
家公務員出身者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国からの
財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員
常勤 ３人

非常勤 ９人
うち
国家公務員出身者

常勤3人
非常勤1人

常勤3人
非常勤1人

職員
90人 うち

国家公務員出身者
常勤34人
非常勤1人

常勤37人
非常勤1人

予算 16.5億円
うち
国からの財政支出 ０円 ０円

【22年度】 【（参考）21年度】

このほか
非常勤職員１１人

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

13％（全体）

理

事

監

事

理
事
長

本 部

総務部

試験管理部

試験業務部

試験問題研究開発部

北海道安全衛生技術センター

東北安全衛生技術センター

関東安全衛生技術センター

中部安全衛生技術センター

近畿安全衛生技術センター

中国四国安全衛生技術センター

九州安全衛生技術センター



（財）ヒューマンサイエンス振興財団の改革案について

人員の半減
人員：最大▲ 12人（新規）
組織：最大▲３部門（新規）

＜平成21年度＞＜平成22年度＞

＜平成23年度＞

職員２５人
（派遣職員3人）

職員２３人
（派遣職員3人）

職員１４人(派遣職員０名）
※下記を前提として人員の半減へ ≪削減数≫

地方部門：医薬基盤研へ一元的に移管
し研究資源バンクを廃止

本部：国際部廃止、管理部門（総務部･
経理部）の統合
職員9名減、派遣職員3名減

▲ 1,000万円(新規）

≪削減額≫

補助金を大幅削減
▲5.3億円（新規）

＜平成21年度＞＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

13.5億円 12.3億円 7.0億円

≪削減額≫
・再生医療実用化研究推進事業 廃止
・ヒトゲノムテーラーメード推進事業 廃止
・政策創薬総合研究・推進事業の縮減 国費縮減と民間資金の

充実

：余剰資産はない

選択と集中による研究事業の重点化

≪今後の対応≫
平成21年度 平成22年度 削減数

役員 6/40人中 2/34人中 ▲4

職員 1/25人中 1/23人中 ０

１．ヒト（組織のスリム化） 改革の効果

国家公務員
OB関連

事務所移転（中央区日本橋から郊外へ）→賃借料1000万円の減

1

OB役員：次期改選時か
ら公募（任期２年）

更なる民間資金の拡充民間資金（3.0億円）民間資金（3.3億円）

制度改革については「4．
事務・事業の改革」参照

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）



・医薬基盤研と共同運営しているバンク事業（細胞及び遺伝子）につい
ては医薬基盤研への一元化を図る。その他のバンク事業（日本人Ｂ
細胞株、ヒト組織及び動物胚）についても、業務の継続性に配慮しつ
つ移管を検討する。

・認定TLO事業に対する国庫補助の縮減に向けて取り組む
・自主事業の更なる実施による自主財源の確保

国民・研究者に対する
サービスの低下を招かな
いよう配慮

≪国民への影響≫

2

政策創薬総合研究・推進事業

その他

○複数企業とのマッチング機会の整備と契約等の事務作業を一
元的に実施できる事業主体を公募

○他の研究事業との重複調査を実施、他の機関との連携可能な
ものについては連携の在り方を検討

○委員会規程の見直し（企業在籍者の除外規定及び関与する申
請課題の審査時の退席規程の整備、異なる構成の委員会によ
る二段階審査）

○マッチング要件の見直し（原則として複数企業のマッチングを応
募要件とする）

1.国が直接公募して実施主体を選定

2.更なる透明性・公正性の確保

国が直接公募して実
施主体を選定

更なる評価の透明性・
公正性の確保

事業自体の見直し

運用方法の見直し

４．事務・事業の改革



【政策創薬総合研究事業・同推進事業】仕分け結果を踏まえた改革案について（HS財団）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．事業効率を向上させるため、国・他の
法人への移管も含めて検討すべき。

１．国が直接公募して実施主体を選定

○複数企業とのマッチング機会の整備と契約等の事
務作業を一元的に実施できる事業主体を公募（23年
度から実施）

○他の研究事業との重複調査を実施、他の機関と
の連携可能なものについては連携の在り方を検
討（H23年度から実施）

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

法人：選択と集中
による事業
の重点化

国 ：事業主体を公募
重複調査の実施

法人：民間資金の拡充
公募に応募
重複調査の実施

２．他の組織との連携（重複課題の排除）
により効率化を図るべき。

３．評価委員会の透明性・公正性を確保
すべき。

（1社しか参加しない研究課題は直接国から補助金を
出すのと代わらないのでやめるべき）

２．更なる透明性・公正性の確保※

①委員会規程に以下の事項を明記（H23年度から実施）。
○評価委員から企業在籍者を除外
○関与する申請課題の審査時の退席規程
○異なる構成の委員会による二段階審査

②マッチング（応募）規定に明記（H23から実施）
○マッチングは原則複数企業を要件とする

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

○補助金率の低減

○民間資金の増加

○評価委員会規程見直し

○マッチング規程見直し

※財団としての運用プロセスの見直し



【再生医療実用化研究推進事業・ヒトゲノムテーラーメード推進事業】

仕分け結果を踏まえた改革案について（HS財団）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．廃止すべき。 １．事業の廃止

継続中の研究者の研究に支障のないように
事業を廃止する。（H23年度から実施）

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

事業の廃止 事業の廃止



【認定TLO事業】仕分け結果を踏まえた改革案について（HS財団）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．公平性を向上させ、会員以外にも情
報を提供すべき。

１．更なる情報提供の推進

○非会員への開示範囲の検討（H22年度から実施）
○非会員への開示範囲の拡大（H23年度から実施）

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

○特許登録の事実の
みHPを一般に公開

○会員に登録情報を
専用HPで公開

○特段の会員要件が
ないことを広報

○非会員への公開で
きる登録情報内容
の見直し、情報開示
範囲の拡大

２．成果の向上のための知財対象の厳選
・枠組みの見直しを行うべき。

２．成果向上のための枠組み

○特許登録を行う課題を厳選する枠組みの検討
（H22年度から実施）

○課題厳選の枠組みの実施（H23年度から実施）

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

ノウハウ提供の強化
特許登録課題の厳
選の枠組みの検討・
実施

認定要項（抄）

会員制を採用し、会員に対して優先的に特許権等についての
情報提供を行う場合は、会員になるための条件において不当
な差別的取扱いをすることなく、広く会員を募集すること。（文科
省等も同様）

※会員制の採用について



【研究資源供給事業】仕分け結果を踏まえた改革案について（HS財団）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．医薬基盤研に移管すべき

（○貴重な研究資源であるため、一元的に管理・運営
できるようにすべき。

○確実に事業を継続できるよう、厚労省は全面的に
バックアップすべき。）

１．医薬基盤研に一元的に移管

○医薬基盤研と共同運営しているバンク事業（細胞
及び遺伝子）については医薬基盤研への一元化を
図る。（H23年度から実施に向けて検討）

○その他のバンク事業（日本人Ｂ細胞株、ヒト組織
及び動物胚）についても、業務の継続性に配慮し
つつ医薬基盤研に移管方向で調整を行う。（H23年
度から実施に向けて検討）

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

○基盤研と共同運
営しているバンク
事業（細胞及び遺
伝子）については
医薬基盤研への
一元化を図る。

○その他のバンク
事業（日本人Ｂ細
胞株、ヒト組織及
び動物胚）につい
ても、業務の継続
性に配慮しつつ
移管を検討する。

○基盤研と共同運
営しているバンク
事業（細胞及び遺
伝子）については
医薬基盤研への
一元化を図る。

○その他のバンク
事業（日本人Ｂ細
胞株、ヒト組織及
び動物胚）につい
ても、業務の継続
性に配慮しつつ
移管を検討する。



認定TLOの会員制について

TLO法第十二条第1項第3号
当該特許権若しくは当該特許を受ける権利に係る発明又は当該実用新案権若しくは当該実用新案登録を受

ける権利に係る考案に関する民間事業者への情報の提供において特定の民間事業者に対して不当な差
別的取扱いをするものでないことその他当該事業を適正に行うに必要な業務の実施の方法が定められて
いるものであること。

技術移転事業の認定に関する要綱（厚生労働省）（抄）

会員制を採用し、会員に対して優先的に特許権等についての情報提供を行う場合は、会員になるための
条件において不当な差別的取扱いをすることなく、広く会員を募集すること。

根拠法令等

法律

運用通知

①会員になるために特段の要件無し、 ②広く会員をホームページで募集

TLOの運用実態

適切な運用
（法令違反無し）

「会員制自体が不当な差別的な扱い
ではないか」という仕分け人の指摘省庁横断的な解釈

要綱に沿った運用

適切な運用実態

（参考）

文部科学省ほか各省も同様の運用



（財）ヒューマンサイエンス振興財団の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算
うち国からの
財政支出

政策創薬総合研究・推進事業（補助事
業）

13.3億円 10.3億円

ヒトゲノムテーラーメード研究推進事業・
再生医療実用化研究推進事業（補助事業）

2億円 2億円

認定TLO事業（補助事業） 0.7億円 0.3億円

研究資源供給事業 1億円 0

独自事業 3億円 0

≪組織体制≫

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国からの財政支出
についてはそれぞれの年度の数値

役員
常勤１人

非常勤３３人
うち
国家公務員出身者

常勤１人
非常勤１人

常勤1人
非常勤５人

職員

常勤２３人
非常勤０人 うち

国家公務員出身者

常勤１人
非常勤０人

常勤１人
非常勤０人

予算 20億円
うち
国からの財政支出 13億円 15億円

【22年度】 【 （参考）21年度】

このほか
派遣職員３人

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

21.7％（全体）

本部
６部

（16人）
うち管理部門
２部（５人）

３１．２％

地方 1部（7人） － －

組織図（平成22年4月1日）

会長

理事長
経理部

監事

総務部

国際部

研究企画部

研究資源バンク

技術移転センター

動物実験実施施設認証センター

地方（大阪）

理事

1



（財）理容師美容師試験研修センターの改革案について

理事 ▲１１名
・役員報酬の引き下げを要請
・人件費削減によるコストダウン

≪削減数≫

※国費投入なし

≪削減額≫

≪今後の対応≫

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 6/24人中 5/20人中 ▲1

職員 5/57人中 4/ 55人中 ▲1

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

＜平成１７年度＞＜平成２１年度＞＜平成２２年度＞ ＜平成２３年度＞

国家公務員
OB関連

理事 ２２名 理事 ２２名 理事 １８名 理事 ７名

（うち厚労省ＯＢ役員) （うち厚労省ＯＢ役員) （うち厚労省ＯＢ役員) ※公益財団法人への移行認定後

（常勤２名、非常勤４名） （常勤２名、非常勤２名) （常勤２名、非常勤２名)

※常勤２名のうち１名は平成２２年９月までに公募、１名は削減予定

※余剰資産等なし

≪国庫納付見込額≫

－

－

職員：国家公務員ＯＢについて
は定年により順次解消。そ
の後は公募

役員：①次期改選期(平成２２
年９月)に常勤の国家公
務員ＯＢポスト１名を公
募、１名を削減予定

②平成２２年７月に厚労
省ＯＢ非常勤役員２名
削減

※非常勤２名については平成２２年７月に削減



○講習効果の更なる向上
・講習目的に着目したテキストへの全面改訂 等

○少子化による受講者数減の影響を最小化するため、国民視点に立脚したコスト削減の徹底
(契約の徹底した適正化、調達コストの削減 等)

○理容師等が２名以上の場合に課せられた管理理容師・美容師制度の在り方について、理容師・美
容師の方や関係業界の意見の十分な聴き取りと、実態の把握を行うための検討の場を平成２２年
９月中に設け、年末を目途に結論を得る。

※見直しを行うためには、理容師法及び美容師法の改正が必要

４．事務・事業の改革

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
(（財）理容師美容師試験研修センター)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

ＷＧの評価結果
廃止（管理理容師・美容師講習の廃止）

権限付与自体の廃止 ７名
見直しを行う１名（講習内容を見直すべき １名）

○ 公衆衛生についての理解を深めていくことに関し
て、評価者は何ら疑問を持っていない。ただ、この
講習制度の立てつけ上、理容師・美容師が２名に
なったら受けなければならないことの合理性が、
本日の説明では理解できなかった。

○公衆衛生に関して、理容師・美容師の資格を取得
する際に、より一層、公衆衛生について理解を深
めさせることはいいと思うが、わざわざ２名になる
時にこれを受けなければならないと義務付けること
については、当ＷＧとしては理解できない。このた
め、権限付与自体の廃止、すなわち、２名になると
受けなければならないという講習制度自体の廃
止・見直しを結論とさせていただく。

○業界団体は、衛生水準の維持の観点から、管理理
容師・管理美容師制度の廃止に対しては反対して
おり、制度の存続を求めている。
（業界団体では、廃止に関する決議を行うとともに、制
度の存続に係る署名活動を進めている。）

○平成２２年９月までに常勤の国家公務員ＯＢポスト
については、公募

○人件費削減によるコストダウン

＜仕分け前の改革案＞



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○講習効果の更なる向上
・講習目的に着目したテキストへの全面改訂 等

○少子化による受講者数減の影響を最小化するため、
国民視点に立脚したコスト削減の徹底

(契約の徹底した適正化、調達コストの削減 等)

○役員報酬の引き下げを要請
○平成２２年７月に厚労省ＯＢ非常勤役員２名削減
○平成２２年９月までに常勤役員の国家公務員ＯＢ

ポストのうち、１名を公募、１名を削減
○国家公務員ＯＢ職員については定年により順次解消
その後は公募

○理容師等が２名以上の場合に課せられた管理理容
師・美容師制度の在り方について、理容師・美容師の
方や関係業界の意見の十分な聴き取りと、実態の把
握を行うための検討の場を平成２２年９月中に設け、
年末を目途に結論を得る。
※見直しを行うためには、理容師法及び美容師法の
改正が必要

＜仕分け後の改革案＞ 改革事項の追加



（財）理容師美容師試験研修センターの概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

試験事業 8.2億円 なし

免許登録事業 2.0億円 なし

指定講習事業 2.1億円 なし

≪組織体制≫

本部
４部

（25人）
うち管理部門

1部（6人）
24％

地方
11事務所
（57人）

うち管理業務
担当（0人）

0％

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員
常勤2人

非常勤18人
うち
国家公務員出身者

常勤2人
非常勤3人

常勤2人
非常勤4人

職員
55人 うち

国家公務員出身者
常勤4人
非常勤0人

常勤5人
非常勤0人

予算 13億円
うち
国からの財政支出 なし なし

【22年度】 【（参考）21年度】

このほか
非常勤職員27人

法 人 に 占 め る
管理部門の割合

7.3％（全体）

事業第二部

事業第一部

試験部

総務部

理事長

専務理事

事務局長

監事

本 部

地方事務所（11）

1



（財）全国生活衛生営業指導センターの改革案について

≪削減数≫

※クリーニング師研修等事業については国費投入なし

≪削減額≫

≪今後の対応≫

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/22人中 3/21人中 ▲1

職員 3/9人中 3/9人中 -

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

国家公務員
OB関連

理事 ２０名 理事 ２０名 理事 １９名 理事 １９名
理事長は厚労省OB （常勤） 理事長は厚労省OB （常勤） 理事長は生衛業界の方（非常勤）

うち厚労省OB役員 うち厚労省OB役員 うち厚労省OB役員 －
(常勤２名、非常勤２名) (常勤２名、非常勤２名) (常勤１名、非常勤２名)

※非常勤２名については、
次期改選期に見直し

※余剰資産等なし

≪国庫納付見込額≫

・厚労省ＯＢ非常勤役員２
名を削減済み

－

生活衛生振興助成費等補助
金については、４．の事務・事業
の改革を踏まえ適切に反映

＜平成２０年度＞＜平成２１年度＞＜平成２２年度＞ ＜平成２３年度＞

役員：平成２２年７月の改選時
に厚労省OB非常勤役員
２名減)

職員：国家公務員ＯＢについて
は定年により順次解消。そ
の後は公募

平成22年度予算 409,346千円
→ 平成23年度概算 131,890千円

277,456千円の削減



【都道府県に対する技術的助言・周知の強化】
○保健所による立入検査・受講指導の増加に向けた技術的助言・周知の徹底を図る

【財団法人全国生活衛生営業指導センターにおける業務運営の改善】
○受講ニーズを踏まえた研修テキスト及び研修計画の大幅な改善を図る

・テキストの改訂頻度を高め、最新の技術的知見を教授
・クリーニングに係る最新の時事事項にも対応した副教材の活用
・個人経営者のニーズを踏まえた開催回数及び研修場所の確保

○関係機関との連携強化策を図る
・受講促進を目的に、都道府県、保健所、クリーニング同業組合、生衛指導センターをメンバーとした「関係者
懇談会」を設置し、不断の研修運営改革を追求

○Web広報機能の拡充・強化策を図る

【検討の場の設置】
○クリーニング業法で義務付けられているクリーニング師の資質の向上方策の在り方について、クリー

ニング師の方や関係業界の意見の十分な聴き取りと、実態の把握を行うための検討の場を平成２
２年９月中に設け、 年末を目途に結論を得る。

※見直しを行うためには、クリーニング業法の改正が必要

４．事務・事業の改革

クリーニング師研修等事業

仕分け後



○中小零細企業が多い生衛業界の実態を踏まえ、不断に事業の効果検証を行い、効果的・効率的
な事業の見直しを行う

○経営指導員等の人材育成や情報提供の充実を図る
○国民的視点に立脚したコスト削減の更なる徹底

（契約の徹底した適正化、システム等の調達コストの削減、普及啓発及び検討会開催経費の効
率化等)

○全国センター事業の見直しを行うための検討の場を設ける
○施策の目的には非常に賛同するものがあり、十分な説明と十分な効果測定を行うべきとの御指摘

の趣旨を踏まえ、国民的視点に立脚した成果（アウトカム）重視の事業への転換を図るため、平成
２１年度の事業の効果についての事後検証を実施する検討の場を２２年９月中に設置する。

○平成23年度予算概算要求においては、行政刷新会議の指摘を踏まえ、既存の補助金は廃止し、
新たに生衛法の趣旨（経営の健全化、衛生水準の向上、消費者の利益擁護）及び現場のニーズ
を踏まえ補助金の在り方をゼロベースで見直し、
① 有識者による事業の効果検証の実施
② 事業の重点化
③ 事業実施者への補助への転換 (直接補助の実施)

等を行うこととしたところである。

生活衛生振興助成費等補助金

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
(（財）全国生活衛生営業指導センター)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

ＷＧの評価結果
廃止（国による研修義務付けの見直し）
権限付与自体の廃止 ８名

○内容はともかく、この制度自体がうまくいっていな
い、本研修の意義が不明確、そもそも国の事業と
して行う正統性がない、といったコメントがあった。

○品質が落ちれば淘汰されていくわけで、品質向上
の話は業界内で行えばよく、国が義務付ける必要
性についての納得得られる回答がない。

○結論としては、権限付与自体の廃止だが、内容と
しては、国が義務付けること自体を見直す、行う
にしても中身について精査する、ということを結論
としたい。

○業界の意見としては、クリーニング師研修等事業の廃止は利
用者の財産の毀損や健康被害が生じることを容認することにつ
ながるとともに、零細事業者は淘汰されて然るべきとの評価結
果については、切り捨て政策で到底容認できないとの意見であ
る。
（業界団体では、廃止に関する決議を行うとともに、制度の存
続に係る署名活動を進めている。）

【都道府県に対する技術的助言・周知の強化】
○保健所による立入検査・受講指導の増加に向けた技術的助
言・周知の徹底を図る

＜仕分け前の改革案＞

〈 続 く 〉

クリーニング師研修等事業



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【財団法人全国生活衛生営業指導センターにおける業務運営
の改善】
○受講ニーズを踏まえた研修テキスト及び研修計画の大幅な

改善を図る
・テキストの改訂頻度を高め、最新の技術的知見を教授
・クリーニングに係る最新の時事事項にも対応した副教材の活用
・個人経営者のニーズを踏まえた開催回数及び研修場所の確保

○関係機関との連携強化策を図る
・受講促進を目的に、都道府県、保健所、クリーニング同業組合、生
衛指導センターをメンバーとした「関係者懇談会」を設置し、不断の研
修運営改革を追求

○Web広報機能の拡充・強化策を図る

○クリーニング業法で義務付けられているクリーニング師の資質
の向上方策の在り方について、クリーニング師の方や関係業界
の意見の十分な聴き取りと、実態の把握を行うための検討の場
を平成２２年９月中に設け、年末を目途に結論を得る。
※見直しを行うためには、クリーニング業法の改正が必要

＜仕分け後の改革案＞ 改革事項の追加



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について
(（財）全国生活衛生営業指導センター)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

ＷＧの評価結果
廃止（説明責任を果たしつつ、政策目標を達成する上でより

効果的な仕組みにより行うべき）
廃止 ５名、自治体・民間 １名
国等が実施 １名（事業規模縮減）
当該法人が実施 １名（事業規模縮減）

○評価者全員が、中小零細の方々の衛生面について、国が何
かしらのサポートを行うべきであること、この事業の目的自体に
関しては大きな疑問は持っていない。ただし、その仕組みや具
体的に支出されている内容を見たときに、果たしてその目的が
達成されているのかどうかという点についての説明が十分にな
かった。

○当WG としても、４億円という国費の使い方に関してひとつの評
価を下すに際して、その効果等がわからないまま、存続が必要
だとは決して言えない。小規模な事業所は非常に努力されて
いることはわかるし、その衛生水準の向上に寄与したい気持ち
はあるが、厚労省からは、そのために何故４億円が必要なのか、
その４億円がどのような効果を果たしているかに関して、抽象的
な説明はあったものの、具体的な説明は一切なかった。

○施策の目的には非常に賛同するものがあり、そのために必要
であれば国として税金を使ってやるべきであると考えるが、現在
行われている仕組みや評価の中で、実際に行われていることが、
国民皆さんに必要だといえるほど自信のある説明をいただいて
いないので、当WGとしては、廃止とさせていただく。十分な説
明と十分な効果測定を行っていただきたい。

○国が補助するという政策目的を否定されているものではな
く、十分な説明と十分な効果測定を行うべきとの御指摘と
考えられる。

○業界の意見としては、「廃止」との評価結果について、「生衛業
の健全な発展、衛生水準の維持向上及び消費者利益の擁
護を図るための各種施策の消滅」、「都道府県生活衛生営業
指導センターの解散」に繋がるものである、との反対意見が出さ
れている。（業界団体では、廃止に関する決議を行うとともに、
制度の存続に係る署名活動を進めている。）

○中小零細企業が多い生衛業界の実態を踏まえ、不断に事業
の効果検証を行い、効果的・効率的な事業の見直しを行う

○経営指導員等の人材育成や情報提供の充実を図る
○国民的視点に立脚したコスト削減の更なる徹底（契約の徹底
した適正化、システム等の調達コストの削減、普及啓発及び
検討会開催経費の効率化等)

○全国センター事業の見直しを行うための検討の場を設ける

＜仕分け前の改革案＞

〈 続 く 〉

生活衛生振興助成費等補助金



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○非常勤役員２名を削減済み
○国家公務員ＯＢ職員については定年により順次解消。その後
は公募

○施策の目的には非常に賛同するものがあり、十分な説明と十
分な効果測定を行うべきとの御指摘の趣旨を踏まえ、国民的
視点に立脚した成果（アウトカム）重視の事業への転換を図る
ため、 ２１年度の事業の効果についての事後検証を実施する
検討の場を２２年９月中に設置する。

○平成23年度予算概算要求においては、行政刷新会議の指
摘を踏まえ、既存の補助金は廃止し、
新たに生衛法の趣旨（経営の健全化、衛生水準の向上、消

費者の利益擁護）及び現場のニーズ
を踏まえ補助金の在り方をゼロベースで見直し、
① 有識者による事業の効果検証の実施
② 事業の重点化
③ 事業実施者への補助への転換 (直接補助の実施)

等を行うこととしたところである。

＜仕分け後の改革案＞ 改革事項の追加



（財）全国生活衛生営業指導センターの概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

生活衛生振興助成費等
補助金事業

4億円 4億円

クリーニング師研修等事業 0.4億円 なし

標準営業約款事業 0.2億円 なし

≪組織体制≫

本部
3部

（10人）
うち管理部門
1部（2人）

20％

地方 － － －

＊ 役職員数は平成22年4月1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者についてはそれぞれの年度の4月1日現在、うち国からの財政支出につ
いてはそれぞれの年度の数値

役員
常勤１人
非常勤20人

うち
国家公務員出身者

常勤1人
非常勤2人

常勤2人
非常勤2人

職員
9人 うち

国家公務員出身者
常勤3人
非常勤0人

常勤3人
非常勤0人

予算 6億円
うち
国からの財政支出 4億円 4億円

【22年度】 【 （参考）21年度】

このほか
非常勤職員1人

法人に占める
管理部門の割合

20％（全体）

理事長

専務理事

監事

研修部

指導調査部

企画部

1

事務局長



(財)労災保険情報センターの改革案について

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞
役員 １０人

うち行政経験者０←１人
専務理事(常勤)

職員 ６７６←６８０
人

≪削 減 数≫

－

≪削 減 額≫

・ 資産なし

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞

＜平成23年度(概算要求)＞ ≪削 減 額≫

≪今後の対応≫
平成２１年度 平成２２年度 削減数

役員 ４/ １１人中 ０←１/ １０人中 ▲４←▲３

職員 １５３/６９７人中
１２７←１２９/

６７６←６８０人中
▲２６←▲２４

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

改革効果

《改革の方向性》
国からの財政支出の削減に伴う組織

のスリム化が見込まれる。

役員 １１人
うち行政経験者４人

理事長(非常勤)
専務理事(常勤)
常務理事(常勤)
監事(非常勤)

職員 ６９７人

８,８８９百万円

１

国家公務員
OB関連

３．カネ（国からの財政支出の削減）

６,５７３百万円

委託事業費
３,３４７百万円

補助事業費
５,５４２百万円

委託事業費
３,２５１百万円

補助事業費
３,３２２百万円

▲６.７億円

(委託事業費等) ▲４.７億円（※）
※委託事業の国移管に伴う行政経費
を含めた場合の削減額

(補助事業費) ▲２.０億円

仕分け後

平成２３年度中の委託事業の廃止に伴い、行
政経験者である職員の減少が見込まれる。

平成２３年度中の委託事業の廃止を含めた国
からの財政支出の削減に伴う組織のスリム化が
見込まれる。

＜平成23年度＞

※平成22年6月に専務理事を公募により
民間出身者から選任。

仕分け後

仕分け後

５,８９９百万円

委託事業費
１,５５２百万円

行政経費（委託事業の国移管
に伴う経費）
１,２２７百万円

（移転経費１７３百万円を除く。）

補助事業費
３,１２０百万円



○ 労災診療費審査体制等充実強化対策事業（委託事業）

・平成２３年度中に委託事業を廃止し、事業規模を縮減の上、国による直接実
施に切り替える。

※ レセプトオンライン化については、早急に経費等を見直しの上予算要求し、
労災レセプト審査業務の効率化・迅速化を図る。

２

４．事務・事業の改革

仕分け後



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（（財）労災保険情報センター）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○ 実施機関を競争的に決定（事業規模は縮減）

・ 事業の効率的・効果的実施のために、競争
条件を見直し民間企業が参入しやすい条件に
改める工夫。

・ 早急に労災レセプト電算処理システムを整
備して効率化・迅速化ニーズに対応

行政刷新会議における「労災診療費審査体制等充実強化対策事業」の評価結果に対する改革案

＜ 仕分け後の改革案 ＞

平成２３年度中に委託事業を廃止し、事業規
模を縮減の上、国による直接実施に切り替え
る。

レセプトオンライン化については、早急に経
費等を見直しの上予算要求し、労災レセプト
審査業務の効率化・迅速化を図る。

〈改革案の考え方〉
「政府関連公益法人の徹底的な見直しについて」（平成21年12月25日閣

議決定）及び行政刷新会議における指摘を踏まえ、コスト比較を含め検討
した結果、国の直接実施に切り替えることとした。

（参考）
評価者のコメント（抜粋）
・本来、国が行うべき事業であるならば、独法化した方が効率的ではないか。レセプトオン
ライン化も予算計上見送りで進まないなら、当分、外部委託は現実的ではない。

・外部委託のメリットが全くない。一旦、事業廃止とし、国への内部化を検討すれば、オンラ
イン化・完全民間開放が進む。

・国が実施しなければならないものと、民間に委ねられるものと、再度明確に区別した上で、
コスト比較や民間に委ねる場合の競争性確保などを十分に行うこと。

・（当該法人が実施し、当該規模は縮減、とした上で）３年以内に大幅縮減が可能な見直し
が必要。



（財）労災保険情報センターの概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

労災診療費審査点検事業（委託事業） 32億円 32億円

労災診療貸付事業（補助事業） 58億円 33億円

労災診療共済事業 31億円 0億円

≪組織体制≫

本部
５部

（33人）
うち管理部門

２部３課（10人） 30％

地方
47事務所
（647人）

うち管理業務担当

（14人） 2.2％

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、うち国家公務員出身者については
それぞれの年度の４月１日現在を、また、予算額は平成22年度の数値、
うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値を記入。

(注)  公募の結果、平成22年6月17日に専務理事が民間出身者と交代し、
役員の国家公務員出身者は0人となった。

役員
常勤１人
非常勤9人

うち

国家公務員出身者

常勤1（注）

非常勤0人
常勤2人

非常勤2人

職員 常勤680人
うち
国家公務員出身者 常勤129人

常勤151人
非常勤2人

予算 123億円
うち
国からの財政支出 65億円 89億円

【22年度】 【（参考）21年度】
法 人 に 占 め る
管理部門の割合

3.5％（全体）

援護共済部

医事・医療解析部

企画調整・情報普及部

経理部

総務部

理事長

本 部

事務所（47）

専務理事

監事



（財）雇用振興協会の改革案について

一般競争入札（最低価
格落札方式）の結果を
踏まえた事務・事業の縮
小、組織のスリム化

＜平成21年12月＞＜平成22年4月＞ ＜平成23年4月＞

役員9人
一般職員207人
管理人422人

≪削減数≫

一般競争入札の
結果を踏まえた

事務・事業の縮小、
組織のスリム化を要請

役 員 ▲１ （※）

一般職員 ▲７
※ プロパー職員の登用又は
公募を実施することにより、国
家公務員OBの削減を図る
※ 上記は平成23年４月までに

実施する見込み（役員について
は平成22年６月に削減済）

≪今後の対応≫
平成21年12月 平成22年4月 削減数

役員 4/10人中 1（※）/9人中 ▲3

一般職員 39/217人中 33/207人中 ▲6

管理人 112/517人中 93/422人中 ▲19

１．ヒト（組織のスリム化） 改革効果

役員10人
一般職員217人
管理人517人

国家公務
員OB関連

・職員の採用については、プロ
パー職員の登用又は公募により
対応

※ 国家公務員OB１名（監事）については、22年6月23日を
もって退任しており、後任は民間出身者を採用。

・役員については、国家公務員
OB退任後は、民間出身者を採
用することにより対応

＜平成15年4月＞

役員13人
一般職員270人
管理人928人

余剰資産はない
２．モノ（余剰資産などの売却）

・一般競争入札（最低価格落札方式）による民間の参入等
・住宅の集中管理方式の導入
・沖縄事務所、四国支所、北陸支所の廃止等

３．カネ（国からの財政支出の削減）
国からの財政支出はない

仕分け後



2

以下の取組みにより、雇用促進住宅の
管理・運営業務（管理人業務やブロック
ごとの修繕業務等）に係る一般競争入札
への民間事業者の参入を促進
・ 公告期間の拡大
・ 入札後の準備・引継ぎ期間の拡大
・ 多様な周知・広報手段の活用
・ 住宅数の多い都道府県における分割

発注に加え、管理人業務と修繕業務
等を分離発注すること等（事業者への
ヒアリング等の結果を踏まえて内容を
決定）も併せて検討

＜平成21年度契約額 ＞＜平成22年度契約額 ＞ ＜平成23年度契約額 ＞
３４億円 ≪削減額≫

４．事務・事業の改革

４７億円

一般競争入札（最低
価格落札方式）の実
施、民間参入の促
進によって更に削減
を図る

仕分け後

・ 平成２２年度から最低
価格落札方式による
一般競争入札の導入

→ 15都県で応札があ
り10県で民間事業
者の参入

※ 平成20年度は7ブロック単位
の企画競争、平成21年度は47
都道府県単位の総合評価落札
方式による一般競争入札を
行った結果、すべて協会が落札

これまでの取組み 平成２３年度の入札における取組み

一般競争入札の実施、
民間参入の促進によって

更に削減を図る

改革効果
【独法から（財）雇用振興協会への委託費（管理運営費）の削減】



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（（財）雇用振興協会）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

１．実施機関を競争的
に決定。事業規模
の縮減。
（さらに民間参入を

促進できる可能性
があるため）

＜仕分け前＞ ＜仕分け後の改革案＞

以下の取組みにより、雇
用促進住宅の管理・運営
業務（管理人業務やブ
ロックごとの修繕業務等）
に係る一般競争入札への
民間事業者の参入を促進
する。

・公告期間の拡大

・入札後の準備、引継ぎ
期間の拡大

・多様な周知・広報手段の
活用

以下の取組みにより、雇用促進住宅の管
理・運営業務（管理人業務やブロックごとの
修繕業務等）に係る一般競争入札への民間
事業者の参入を促進する。

・公告期間の拡大

・入札後の準備・引継ぎ期間の拡大

・多様な周知・広報手段の活用

・住宅数の多い都道府県における分割発注

に加え、管理人業務と修繕業務等を分離発

注すること等（事業者へのヒアリング等の結

果を踏まえて内容を決定）も併せて検討

１．雇用促進住宅の管理・運営業務委託先機関の選定方法の見直し

平成23年度の一般競争入札において、応札者数を拡大することにより競争
性を高め、更なる委託費の削減を図る。



役
員

常勤１人
非常勤８人

うち
国家公務員出身者

常勤１人
非常勤０人

常勤4人
非常勤0人

職
員

うち
国家公務員出身者

常勤１２６人
非常勤０人

常勤145人
非常勤０人

予
算 274.3億円

うち
国（独法）からの
財政支出

0億円
(146.1億円)

0億円
(201.8億円)

（財）雇用振興協会の概要

≪主な事務・事業≫

事務・事業 22予算 うち国（独法）から
の財政支出

雇用促進住宅の管理運営事業
（独法委託事業） 146.1億円

0億円
(146.1億円)

調査・研究事業 0億円
0億円

(0億円)

入居者用駐車場事業（敷地外） 7.1億円
0億円

(0億円)

≪組織体制≫

本所
４部９課
（４４人）

うち管理部門
２部４課（１４人）

31.8％

地方

７支所

１５６管理人
事務所

（５８５人）

うち管理部門
２４人

4.1％

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国
からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

＊ 予算額のうち、約117億円（＝上記予算額と下記の「主な事務・事業」の予
算総額との差額）については、入居者からの家賃収入の一定部分をいったん
協会の収入とした上で、全て機構に支出するものであり、事業費とは言えな
いもの。（家賃収納率を高めるために、いったん協会の収入とした上で、
「100%収納できたとした場合の家賃額」を機構に支出する方式を一部導入）

【22年度】 【（参考）21年度】 法 人 に 占 め る
管理部門の割合

6.0％（全体）

管理部

事

務

局

理

事

会

総務部

管

理

人

事

務

所

監

事
営繕部

経理部
支

　

所

≪基礎データ≫

このほか
非常勤職員０人

６２９人

http://kyodo.mhlw.go.jp/sites/11802000/DocLib/介護労働係/05　予算説明資料/２２年度予算/☆211000以降(大臣指示以降)/211222 確定版/⑥ 組織図/211007   本部組織図（22'要求検討用）.xls�


（財）日本ＩＬＯ協会の改革案について

職員：▲４人

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
職員１３人 職員１３人 職員 ９人

≪削減数≫

・研修部のスリム化（22年度途中から職員の削減を行う）

－

≪削減額≫

・資産なし

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞

9463万円 ０円

≪削減額≫

・ 国際技能開発計画事業の廃止

役員：次期より公募

≪今後の対応≫平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/20人中 4/15人中 －

職員 0/13人中 0/13人中 －

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

国家公務員
OB関連

仕分け後

仕分け後

1億4464万円

※財政支出額には、平成22年度で終了の「技能実習生の修得技能向上
に向けた実習支援事業（平成22年度は一般競争で契約相手を選定）の契
約額（1904万円）を含む。

▲7560万円



○国際技能開発計画事業の廃止（7560万円）

事業仕分けの結果を踏まえ、本事業は平成22年度末で廃止する。

仕分け後

４．事務・事業の改革



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（（財）日本ＩＬＯ協会）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○ODA による技術移転については仕組み

の再構築を図るべき（とりまとめコメントの付言）

○現在、外務大臣の下に「日本の国際協力のあ
り方に関するNGOアドバイザリー・グループ」が設

置され、ＯＤＡの見直しも含め国際協力のあり方
に関して議論されているところ、こうした議論の動
向を注視してまいりたい。

・少数の民間企業あるいは特定の会員企

業を優遇し、その企業研修を国費で負担し
ていることと結果的になっており、この仕組
みは廃止すべき。

国からの支出の廃止

＜仕分け前の改革案＞ ＜仕分け後の改革案＞

○研修対象の見直し

受入れ企業と資本関係のな
い企業からの受入れ、低開
発国からの受入れへシフト

（低開発国でなく、かつ、資
本関係が有る場合の補助
率1/3→1/4）
○事業経費の削減

上記補助率削減の他、渡航
費、非常勤職員手当への補
助廃止
（平成22年度比△16.7％）

○研修計画の審査・修了時
の評価の強化

平成22年度

末で事業廃
止（▲7560
万円）
職員▲４人

○事業の廃止 9名



（財）日本ＩＬＯ協会の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

≪組織体制≫

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員 常勤２人
(非常勤１３人)

うち
国家公務員出身者

常勤1人
(非常勤3人)

常勤1人
(非常勤3人)

職員
１3人 うち

国家公務員出身者
０人 ０人

予算 4.4億円
うち
国からの財政支出 0.8億円 1.0億円

【22年度】 【 （参考）21年度】

このほか
非常勤職員５人

会長

副会長

常務理事

事務局長

総務部

常勤 ３

事業部

常勤 ３

広報部
常勤 １
(併任 1 )

研修部
常勤 ３

(併任 1 )

国際技能協力センター
常勤 3
非常勤 5

0.8億円2億円国際協力・支援事業：国際技能開発計画(補助)

事務・事業 22年度予算
(億円）

うち国からの財政
支出

ＩＬＯ普及事業 0.2億円 0 億円

調査研究事業 0.2億円 0 億円

：その他研修事業
2.1億円 0 億円

理事会 評議員会

本部

法人に占める

管理部門の割合

本部
４部
１０人

うち管理部門
３人

３０％

地方
センター
８人

うち管理部門
０．５人

６％

（全体） １９％



（財）女性労働協会の改革案について

≪削減数≫

固定資産（土地・建物）無し

＜平成21年度＞
2億8,500万円

＜平成22年度＞
2億4,500万円 ≪削減額≫

役員：次期改選時（２３年３月末）
公募

職員：退職後（２３年３月末）
削減

≪今後の対応≫
平成21年度 平成22年度 削減数

役員 1 / 12人中 1 / 12人中 －

職員 3 / 24人中 2 / 20人中 ▲1

１．ヒト（組織のスリム化）

２．モノ（余剰資産などの売却）

３．カネ（国からの財政支出の削減）

改革効果

１

平成22年度比

▲3人
（20％減）

※「改革効果」については、平成23年度の企画競争に応募し、選考の結果受託できたと仮定した場合

＜平成21年度＞

職員16人

＜平成22年度＞

職員15人

＜平成23年度＞

職員12人

女性と仕事
総合支援事業
（22年度で廃止）

8,000万円削減
（22年度比32.7%）

＜平成23年度＞
1億6,500万円

・人件費：３人分削減
・施設管理：委託事業から切り離し、別途調達（一般競争入札）

・企画競争の更なる向上：全員外部委員

国家公務員
OB関連

男女ワークライフ支援事業

女性と仕事
総合支援事業
（22年度で廃止） 男女ワークライフ支援事業



４．事務・事業の改革

仕分け前

仕分け後 男女ワークライフ支援事業

女性と仕事総合支援事業

事業目的

事業手法

働く女性に対する支援に特化

女性と仕事の未来館に直接来館して利用する来館型サービス

事業目的 ●就労意欲を実現できる持続可能な全員参加型社会の構築
●仕事と生活の調和が実現した社会の実現

事業手法 全国どこでも学習プログラムや相談が利用できるよう発信型サービス

・男女共通の課題であるワークライフバランスの実現
・男性の子育ての関わりを支援（イクメン）
を含めた事業を展開

22年度限りで廃止



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について（（財）女性労働協会）

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

○ 直ちに事業の目的・手法を再検討
するとともに、女性と仕事の未来館の活
用方策について検討する必要があり、そ
のための契機として、廃止

女性と仕事総合支援事業の政策目的が大変重要

であるということは我々も認識している。

これをなくしていいという話ではなく、直ちに事業の
目的・手法を再検討していただくための契機として、
まず廃止していただく。

（とりまとめコメント）

行政刷新会議における「女性と仕事総合支援事業」の評価結果に対する改革案

＜ 仕分け後の改革案 ＞

事業目的

事業手法

「女性と仕事総合支援事業」については平成２２
年度限りで廃止し、事業目的・手法を見直した男
女ワークライフバランス事業を行うこととする。
女性と仕事の未来館においては、平成２３年度

以降は従来の来館型サービスに代えて、発信型の
事業を展開する。

●就労意欲を実現できる持続可能な全員参加型社会の構築

●仕事と生活の調和が実現した社会の実現

全国どこでも学習プログラムや相談が利用できるよう発信型サービス

・男女共通の課題であるワークライフバランスの実現

・男性の子育ての関わりを支援（イクメン）
を含めた事業を展開



（財）女性労働協会の概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

≪組織体制≫

本部 ２０人
うち管理部門

５人
２５％

地方 ― ― ―

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、
うち国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の４月１日現在、
うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員
常勤1人

非常勤11人
うち
国家公務員出身者

常勤1人
非常勤０人

常勤１人
非常勤０人

職員
２０人 うち

国家公務員出身者
常勤２人
（非常勤３人）

常勤３人
（非常勤２人）

予算 ４．８億円
うち
国からの財政支出 ２．９億円 ３．６億円

【22年度】 【（参考）21年度】

このほか
非常勤職員18人

1

会
長

監
事

評
議
員
会

理
事
会

専
務
理
事

総
務
部

事
業
部

事
務
局
長事務・事業 ２２年度予算

（千円）

うち国からの
財政支出（千円）

保育サービス事業 １６２，１２８ ２０，３３８

母性健康管理サービス事業 ２８，９９１ ２８，９９１

女性と仕事総合支援事業 ２４４，６８９ ２４４，６８９

刊行物等出版事業 ２０，４９６ なし
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